第２　町村財政の確立強化に関する要望
町村は、自主財源の乏しい中、自ら徹底した行財政改革を断行し、少子・高齢社会への対応、生活関連社会資本の整備、教育・文化の振興、農林水産業の振興、資源循環型社会の構築、国土保全などの諸課題に積極的に取り組んでいるが、厳しい財政難に直面しており、町村がより自主的・主体的な地域づくりを進めるためには一般財源の充実確保が不可欠である。

よって、下記事項を実現するよう、強く要望する。

記

１　地方税等自主財源の強化

⑴　地方の歳出規模と地方税収入の大幅な乖離を縮小するため、国税と地方税の税源配分を５：５とすること。　

⑵　偏在性の少ない居住地課税である地方消費税と個人住民税の充実強化を図るため、消費税と地方消費税の割合を４：１から２.５：２.５にすること。

　　また、所得税から住民税へ税源移譲し、個人住民税所得割をさらに３％上乗せすること。

⑶　地方税は地域偏在性が少ない税目構成とし、地方交付税の原資は地域偏在性の比較的大きな税目構成となるようにすること。

⑷　地方税に影響を及ぼす国税の特別措置及び地方税の非課税措置を整理縮小し、町村税源の確保を図ること。

　　　特に、固定資産税における非課税措置、課税標準の特例措置の整理合理化を図ること。

⑸　地方法人課税に関しては、町村にとって重要な税源であるので、法人住民税総額についてこれを確保すること。

また、分割法人にかかる法人住民税については、課税標準にかかる分割基準に事務所又は事業所の固定資産を加える等の措置により配分割合の適正化を図ること。

⑹　国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付金を充実確保すること。

⑺　個人道府県民税にかかる徴収取扱費交付金の増額を図ること。

⑻　ゴルフ場利用税は、廃棄物処理や環境対策など、ゴルフ場所在町村の行政サービスと密接な関係を有し、本税の10分の7が町村の貴重な財源となっていることから、現行制度を堅持すること。

⑼　環境税（温暖化対策税制）を導入する際には、環境対策に係る町村の財政負担を勘案し、地方税とすること。

２　地方交付税制度の改革

⑴　地方交付税は地方固有の財源であり、その性格を制度上明確にするため名称を「地方共有税」に変更すること。

また、国の一般会計を経由せず「地方交付税（地方共有税）及び譲与税特別会計」に繰り入れること。

⑵　現在の財源不足を解消するにあたっては、地方交付税（地方共有税）の法定率引き上げで対応することとし、特例加算や特別会計による借入は行わないこと。

　　また、国の政策減税の実施に伴って地方の財源不足が生じる場合には、地方交付税（地方共有税）の法定率を引き上げること。

⑶　地方交付税制度を変更する場合は、町村の意見を十分踏まえるとともに、町村の行財政運営に支障をきたすことのないよう配意すること。
　　　また、町村が人口割合に比べて広い面積を有し、国土保全、水源涵養、食糧生産、地球温暖化防止等に重要な役割を果たしていることを考慮し、面積要素を加味するなど人口を中心とした配分基準を是正すること。
　　　なお、段階補正については、これ以上の縮減は行わないこと。
⑷　税源移譲に伴い財政力格差が拡大する財政力の弱い町村に対しては、地方交付税（地方共有税）の財源保障機能及び財源調整機能を強化する必要があるので、個々の町村においても地方交付税（地方共有税）の所要額を必ず確保すること。

⑸　町村は、人口が少なく課税客体に乏しいので留保財源の見直しについては、町村の実態を十分考慮すること。

３　国庫補助負担金制度の廃止（一般財源化）

⑴　国から地方への税源移譲に対応する国の財源については、地方から既に提出済みの「国庫補助負担金等に関する改革案」を着実に実施し、国庫補助負担金を廃止（一般財源化）することや事務事業を廃止するなどにより確実に措置すること。

⑵　国庫補助負担金の削減は、財政面における地方の自由度を高めるために、補助負担率を引き下げるのではなく、国庫補助負担金そのものを廃止（一般財源化）すること。

⑶　国庫補助負担金の廃止を行う一方で、従前の国庫補助負担金と同一又は類似の目的、内容を有する国庫補助負担金、交付金、統合補助金を創設しないこと。

⑷　国庫補助負担金に係る地方超過負担については、完全解消を図ること。

４　地方債の改善充実

⑴　立ち遅れている社会資本整備を促進するため、地方債資金の所要総額の確保を図るとともに、良質な公的資金を安定的に確保すること。

⑵　高利の公的資金に係る地方債の繰り上げ償還及び金利の低減措置については、その条件を緩和するとともに、希望する全ての地方自治体が対象となるよう運用の改善を図ること。

５　公営企業金融公庫廃止後の新たな仕組みの創設
⑴　住民生活に欠かせない上・下水道、交通、病院をはじめとする公共施設整備が円滑に実施できるよう、長期・低利の資金を安定的に供給する全国ベースの共同資金調達機関として地方共同法人の設立など新たな法的枠組みを構築すること。

⑵　新たな組織がその機能を十分に果たしていくため、地方自治体の負担により形成された現在の公庫の財務基盤の全額を承継させること。

⑶　新たな組織については、地方自治体のための資金調達を行う組織であることから、承継する既往資産を含め、法人税等の非課税措置を講ずること。
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